
ラオスは近年、着実な経済発展を遂げているものの、所
得はいまだ低い水準にあります。特に地方では、貨幣経済
が浸透していない農村地域もあり、収入の低さが課題と
なっています。また、そうした収入の低さや開発の遅れを
背景に、乳幼児やその母親、妊産婦などが低栄養状態に置
かれています。

こうした状況の改善を目指して、国連世界食糧計画
（WFP）は、日本政府の支援を受け、2016年からラオス
のコーヒーの生産地域の森林保全と生産者の収入向上に取
り組んでいる株式会社坂ノ途中と連携し、ラオス北部の8
つの農村約300世帯を対象に、「コーヒー・ジャパン・プ
ロジェクト」を開始しました。

WFPは政府機関との調整や事業全体の監理を行いつつ、
主に栄養改善事業を担当しています。地域の女性たちを対
象に、バランスの取れた食生活に関する研修や調理教室な
どの開催を通じて、栄養に関する理解を深めています。ま
た、日常的に肉類を摂取できず、特にタンパク質が不足し
ていることから、現金を支給し家畜などを購入してもらい、
育てながら食料とする取組も行っています。WFPラオス事
務所で本事業を担当する田

た
才
さい

諒
りょうや

哉氏は、かつてアフリカで
JICA海外協力隊として活動した経験を踏まえ、「対象地域
では、妊産婦は肉を食べてはならないなど、少数民族の伝
統的な慣習がある。彼らの価値観を尊重しつつ、栄養の必
要性を伝える工夫をしている。例えば、先行例となるような

『モデル家庭』が生まれ、それを見た他の住民が自主的に栄
養改善しようと思えるような状況を作っていきたい。」と、
現場の声と実情に重きを置いた試行錯誤について語ります。
事業の成果は見え始めており、「実際に鶏や魚を育て始めた
農家さんが多くいる。実際の食卓に卵などが並んでいるの
を見ると、変化を実感できる。」と、手応えを口にします。

コーヒー栽培の支援を行うのは、（株）坂ノ途中とその

現地パートナーSaffron Coffee（サフロンコーヒー）で
す。その土地にあった種苗作りや、栽培や生産に関する研
修や技術指導などの取組を進めています。同社の現地担当
者、宮

みや
﨑
ざき

咲
さ

弥
や

氏は「熱心に取り組む農家が多いので、今後
に期待している。かつて、他の支援者からコーヒーの木を
配られたが、収穫までに頓挫してしまった農家もあると聞
いている。実際に収穫期を迎え収穫物を現金化できる数年
先まで、いかにモチベーションを維持させるかが重要だ。」
と語ります。宮﨑氏も、JICA海外協力隊の経験があり、
ルワンダでコーヒー農家と協働し、品質向上に取り組んだ
経験を振り返り、「コーヒー栽培の技術や知識のみならず、
現地の人々とのコミュニケーションの取り方に至るまで、
当時の活動そのものが今にいきています。」と語ります。
（株）坂ノ途中は、環境保全に配慮したコーヒー栽培を行

うことを重視しており、ラオス国内でも森林減少が深刻な
本事業の対象地域で、サフロンコーヒーと共に、森林を守
りながら農作物を育てる、アグロフォレストリ―注1という
農法によるコーヒー栽培に取り組んでいます。森の中、適
度な日陰の下でゆっくり熟すことで上質なコーヒーが採れ
るようになり、森を守りながら、農家の収入の安定化にも
つなげることを目指しています。プロジェクト期間には村
にコーヒーの精製加工場を建設し、本事業終了後も現地と
の関係性を継続していく予定です。田才氏は「事業終了後
も活動が継続されるのが民間企業と協力するメリットです。
今後もプロジェクトの発展に取り組みたい。」と語ります。

今後、コーヒー栽培が軌道に乗り生計の向上が見込まれ
る中、WFP事業で改善されてきた栄養習慣がさらに定着
することで、低栄養状態に置かれていた乳幼児や妊産婦等
を含む農村全体の人々の、より豊かな生活につながること
が期待されます。

注1	 102ページの注19を参照。
栄養改善事業の対象地域の女性たちと田才氏（最前列左から2人目）
（写真：WFP Lao PDR）

コーヒーの苗木を植樹する対象地域の村人と宮﨑氏（後列左から3人
目）（写真：株式会社 坂ノ途中）

コーヒー栽培の技術普及と栄養指導を両輪に 
ラオスの農村で豊かな暮らしの実現をサポート
～日本、国際機関、民間企業連携による取組～
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モンゴルの全人口のおよそ半数が集中する首都ウラン
バートルでは、社会インフラの整備が急激な人口増に追い
ついておらず、経済成長に伴い車輌数も急増しています。
交通渋滞の慢性化は、医療現場にも大きな支障をもたらし
ており、救急車の緊急走行や輸血用血液の搬送が渋滞に巻
き込まれることに加え、同国では血液の搬送時における看護
師の救急車への同乗が義務付けられていることにより、看護
師が本来の医療サービスに従事する時間が減少しています。

このような課題解決に取り組むのは、ドローンを活用し
た物流ビジネスを展開する株式会社エアロネクストです。
新たな物流インフラ網として空路に注目し、日本国内では
山間部の過疎地や自然災害などの有事において、ドローン
を活用した配送サービスの提供に取り組んできた同社は、
創業当初から海外展開を重要戦略の一つとしてきました。
ビジネスの展開先を探す中でモンゴルとの出会いがあり、
JICAの中小企業・SDGsビジネス支援事業注1を活用し、
高い即時性と配送品質が求められる輸血用血液を対象とし
たドローン配送等の物流インフラの構築に取り組んでいま
す。

エアロネクスト社の海外事業開発担当の川
かわ

ノ
の

上
うえ

和
かず

文
ふみ

氏は、
「モンゴルに注目した理由の一つは、親日国であるという
点だ。日本は長年にわたりODAで病院、学校、空港など
のインフラを整備し、農牧業や環境分野での協力も行って
きた。モンゴルの日本への信頼感は強い。」と語ります。

2023年6月からニーズ確認調査を開始し、モンゴルの
厳しい寒さや強風を考慮した運航オペレーションやドロー
ン機体の寒冷地対策等に試行錯誤を重ね、11月、ウラン
バートルにある国立輸血センター（以下、輸血センター）
と、日本の支援により建設されたモンゴル国立医科大学付
属モンゴル日本病院（以下、モンゴル日本病院）間の、往
復計9.5kmの血液輸送を行う実証実験に成功しました。
陸送が困難な場所でのドローン活用という日本での経験と
は異なり、人口が密集し高い安全性が求められる都市部で

の成功は画期的でした。
川ノ上氏は、「実証実

験には、モンゴルの民間
航空庁、国家気象環境モ
ニタリング庁、土地測量
地図庁など行政当局の理
解と協力が必須だったが、
モンゴルでの実績を持た
ない弊社が、JICAの紹介で現地の関係機関と接点を作れ
たことは、事業を円滑に進める上で非常に役立った。」と、
JICA事業を活用するメリットを話します。

2024年5月からビジネス化実証事業を開始し、同社は
NEWCOM GroupやMSDDといったモンゴルのパート
ナー企業と共に、ビジネスモデルの構築やドローンの運航
体制確立に取り組み、6月にモンゴルで初のドローンの商用
飛行ライセンスを取得しました。8月には運用を開始し、輸
血センターから市内の3つの病院に血液の定期配送を行っ
ています。緊急事態にも対応しており、9月に稀少な血液
型の患者がモンゴル日本病院に搬送された際には、緊急要
請を受けて片道4.75kmの距離を約13分で届けました。

モンゴル日本病院長のアディルサイハン氏は、「渋滞で
助からなかったかもしれない2名の命が日本の技術で救わ
れた。ドローンによる物流システムの普及に今後も全力で
協力したい。」と、本事業の意義と今後の意気込みを語り
ます。輸血センター長のエルデネバヤル氏は、「コロナ禍
でドローンによる空輸の可能性にかけて自らドローン製作
を試みたが、諦めた経験がある。川ノ上氏との出会いがあ
り、実際に人命救助ができたことに感謝している。」と、
本事業への熱い思いを語ります。

川ノ上氏は、「医療従事者がドローンの必要性を実感し、
その有効性を広く発信することは、事業推進の大きな力に
なっている。今後は、モンゴル科学技術大学と連携し、モ
ンゴルの厳しい自然環境に適した新型ドローンの共同研究
や人材育成にも力を入れていく。現地の人たちが自律的に
運営できる体制作りを目指したい。」と展望を語ります。
今後、現地のニーズに沿った社会インフラの整備をさらに
推進し、モンゴルだけでなく、交通渋滞に悩む他の周辺国
の社会課題解決に貢献することが期待されます。

注1	 130ページの用語解説を参照。
渋滞中のウランバートル市内上空を飛行するドローン（写真：株式会
社エアロネクスト）

ドローンで届いた輸血用血液を確認
するモンゴル日本病院の看護師（写
真：株式会社エアロネクスト）

モンゴルで命をつなぐドローン技術
～日本とモンゴルの協力が生んだドローンによる 
輸血用血液の配送網の構築～

22国際協力の現場から国際協力の現場から



エジプト政府は、人口増加に伴う交通渋滞の緩和を目的
に交通手段の拡充に取り組んできており、1987年にはア
フリカ大陸で最初に地下鉄を開通させました。一方で、こ
れまで3号線までが開通する中、2010年からの10年だ
けで人口が2,000万人増加するなど、いまだ急速な人口
増加が続いており、とりわけ大カイロ首都圏には全人口の
約2割が集中し、交通渋滞が深刻化しています。その中
で、カイロ地下鉄4号線は、エジプト政府が策定した運輸
交通都市整備に係る国家計画の中で、大カイロ首都圏の交
通手段の拡充に向けた特に緊急性の高い事業と位置付けら
れており、日本は、2012年から有償資金協力を通じて、
同4号線が結ぶカイロの中心部とギザのピラミッド地区間
（約19km）の整備を支援しています。
本事業は、エジプトで初めて本邦技術活用条件

（STEP）注1が適用された円借款事業であり、日本の優れた
鉄道製品・技術を活用した鉄道車両や信号システムが納入
される予定です。この区間が開業すれば、ギザ地区のピラ
ミッドや、日本が建設や文化財修復・運営支援等を行い
2024年10月に試験公開が始まった大エジプト博物館
（GEM）等の主要観光地まで、カイロ中心部からわずか
20分ほどで移動できるようになり、エジプトの観光業の
発展に大きく資することが期待されます。
本事業の施工監理業務に携わる株式会社オリエンタルコ
ンサルタンツグローバルの軌道交通事業部副事業部長の
錦
にしこおり
織 敦

あつし
氏は、日本によるインフラ整備の強みとして、「4

号線の工事にあたっては、ナイル川の下にトンネルを通す
必要がある上、複数のトンネルを横並びではなく上下に連
なる形で建設する必要があり、技術的にも難しい作業とな
る。エジプトの技術者にとっては初めての工法となるが、
本事業には日本や欧州等の鉄道事業の経験豊富なエキス

パートが多く参加するため、一緒に仕事をすることで、技
術を吸収する良い機会になると考えている。」と、技術移
転の側面を挙げます。
一方で、実施機関であるエジプト運輸省トンネル公団

（NAT）が設定する雇用契約上の資格要件が厳しく、現地
人材の確保という困難に直面した錦織氏は、「経験豊富な
エジプト人技術者は、より給与の高い近隣国に出ていく傾
向があるという背景を踏まえ、資格要件を緩和することで
国内の人材育成にもつながることを伝え、NATと緊密な
コミュニケーションと粘り強い交渉を繰り返すことで、一
定の理解を得られつつある。」とNATと信頼関係を構築す
ることによって問題を克服しつつあると述べます。
また、錦織氏は「観光地近くの宿舎に滞在しているが、
GEMの試験公開などもあり近隣のホテルは盛況だ。4号線
開通により交通混雑が緩和されアクセスが良くなれば、観
光業はさらに活性化するのではないか。」と話します。「エジ
プトへの外国企業の進出も盛んになっており、最近ではオ
ロナミンCのエジプトでの製造販売も始まった。交通網が
整備されることで日本からの投資につながり、ひいてはエジ
プト人の雇用創出にも寄与することを期待している。」と4
号線の開通によりもたらされる経済効果について語ります。
エジプト政府は、4号線のほか、カイロから東方45km

に新行政首都の開発を進めており、2022年には一部の政
府関係職員が新行政首都で業務を開始するなど、大規模な
都市開発が進められています。日本は、今後も、エジプト
政府から寄せられる日本の優れた技術やノウハウへの期待
に応えつつ、交通インフラ拡充等を通じて同国の経済発展
に貢献していきます。

注1	 146ページの第V部２（２）を参照

NATと協議する日本企業関係者（写真：株式会社オリエンタルコン
サルタンツグローバル）

建設現場で日本企業関係者と現地の技術者が協議する
様子（写真：三菱商事株式会社）

エジプト最大都市圏を走る地下鉄の建設支援を
通じた交通インフラの拡充
～日本の優れた技術をいかした交通網の整備～

33国際協力の現場から国際協力の現場から



カンボジアは、ベトナム戦争とその後の内戦により、世
界有数の地雷・不発弾被害を受けました。カンボジア政府
は、地雷・不発弾除去を国家政策として進めてきています
が、主要な政府機関としてその地雷除去活動を牽

けん
引してい

るのがカンボジア地雷対策センター（CMAC）です。
1998年以来、日本は、CMACに対して機材供与や人材
育成、研究開発のための資金協力、組織の能力向上に向け
た技術協力を実施するなど、カンボジアの地雷対策に一貫
して協力してきました。自国内の地雷除去を着実に進めて
きたカンボジアは、今や地雷除去面積で世界最大の実績を
誇り、世界の地雷対策をリードする存在です。自国の知見
をいかした研修などを通じて、これまでにコロンビア、ラオ
ス、アンゴラ、イラクなどの地雷対策にも貢献しています。
ロシアによる侵略が継続するウクライナに対しても、日
本とCMACは協力しながら地雷対策支援を行っています。
2023年以降、ウクライナの政府職員を対象とした地雷除
去関連機材の使用訓練や住民への啓蒙

もう
活動に関する研修の

実施、政府高官の現場視察の受入れを行っています。
2024年7月、日本はウクライナ非常事態庁に大型地雷
除去機2台を供与しました。除去機を開発したのは、カン
ボジアでCMACと共に地雷除去機を開発した株式会社日
建です。社長の雨

あめ
宮
みや
誠
まこと
氏は、「カンボジアのこどもたちが

走り回れるグラウンドを作りたい、先代社長のそんな思い
から、地雷や爆弾の知識もないままに除去機の開発に取り
組み、5年をかけて世界で唯一のショベル式除去機を開発
した。」と語ります。油圧ショベル式の除去機はブルドー
ザ式よりも汎用性が高く、先端のアタッチメントを替える
ことで爆発物の危険性が高い環境でも多様な作業工程や目

的に対応でき
ます。さらに、
がれきの運搬
やインフラ建
設用のアタッ
チメントに付
け替えること
で、地雷処理
後の地域の復
興をも支えま
す。世界でも
高く評価され、
現在では12か国で使用されていますが、各国の実情に応
じた仕様にしています。雨宮氏は、「ウクライナでは、直
接現場を見られない困難さに直面しつつ、写真や動画を見
て現場の状況を研究し、またウクライナ側の声を直接聞き
ながら、地雷除去機側面からの飛散物を防ぐための保護カ
バーを追加した。」と語ります。現地からは「最新の地雷
除去機は既に実際の条件で試運転されており、除去員はそ
の機能をうまく活用している。」との声が届いています。
日本はその後も地雷除去機の供与を続け、2024年12月
現在、供与予定であった12台全てが出荷されました。
CMACで長年にわたり日本企業による機材開発や運用・

監理に従事し、留学経験のあるウクライナへの地雷対策に
も協力するスレイ・リティサック職員は、「一般的な金属
探知機や建機と異なり、地雷除去関連機材は繊細な操作が
求められる。訓練に加えて繰り返しの練習が必要だ。」と、
継続的な取組の重要性を強調します。地雷・不発弾分野の
専門家としてCMACに派遣中の林明

あき
仁
ひと
氏は、「カンボジア

で実施中の日本の技術協力では、CMACが自国の経験を
他国の地雷対策に一層貢献できるよう、その組織的な能力
の強化を支援している。ウクライナの地雷対策への協力に
ついても、継続が必要という認識を共有している。」と、
今後の展望を見据えます。雨宮氏は、「カンボジアは日本
が何年もかけて関係を築いてきた地雷対策の仲間で、彼ら
と共に他国の地雷対策の歩みを進められることは誇らし
い。日本は各国と協力し、平和を推進する国であってほし
い。」と、この事業への思いを語ります。
日本は、引き続きカンボジアとの協力を通じて、各国の

地雷対策に貢献していきます。

松田駐ウクライナ日本国大使（当時）、クリメン
コ・ウクライナ内務大臣、松永JICAウクライナ事
務所長らとともに現地ウクライナでの地雷除去機
の供与式に参加する雨宮氏（一番左）（写真：株式
会社日建）

ウクライナ非常事態庁の関係者に、日本製のレーダーシステムによる
金属探査機を使った地雷・不発弾探査の研修を行うCMACのリティ
サック氏（手前右）（写真：JICA）

カンボジアと培った地雷・不発弾処理の技術で
ウクライナの人々を守る
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伝統的な親日国であるネパールは、南西アジアで最も所
得水準の低い国です。主要産業である農業の生産性が低
く、内陸国という地理的制約や自然災害、社会インフラの
未整備、ガバナンスにおける課題等を抱えています。
日本は、JICAを通じて実施する研修員受入事業に、ネ
パールから多くの行政官や技術者を長年にわたり受け入れ
ており、自国の課題解決に必要な知識や技術の習得に貢献
しています。そして、日本での研修や学業を終えて帰国し
た元JICA研修員等が参加するネパールJICA帰国研修員
同窓会（JAAN）注1は、日本での学びを自国の発展のため
にいかすと同時に、日本とネパールの二国間関係の強化に
も寄与しています。
JAANは1973年に創設された組織で、現在1,100人
近くが所属しています。政府や国内の主要な公的・民間機
関の要職に就いている会員も多く、幅広い人脈を有してい
ます。帰国生同士のネットワーク強化を目的としながら、
多様な分野で様々な立場から、日本での経験をいかして自
国の発展に貢献しています。
例えば、エネルギー分野では、現在は国家電力庁の長官
を務めるクル・マン・ギシン氏の尽力の下、計画停電が問
題だったネパールで、国民への電気の安定供給が実現され
ました。教育分野では、ネパールの高校で副校長を務める
ビバ・カリカ・マラ・シュレスタ氏が活躍しています。
「1996年と2018年に来日したが、板書中心で教師が一
方的に教える教育を受けた自分は、実践を通じて学ぶ日本
の初等教育における指導方法に感銘を受けた。教育が国の
発展につながるのだと感じた。教育者として、日本の指導
方法をネパールにも取り入れるなど、関連機関と連携して
こどもたちの学びに力を入れている。」と意欲を見せてい

ます。
JAANの現

会長であるラ
ム・チャンド
ラ・ブサル氏
は、1997年
にJICA研修
員として来日
し、農業分野の研修を受けました。もっと日本で学びたい
という思いが膨らみ再び来日し、7年をかけて、愛媛大学
大学院農学研究科で博士号を取得しました。帰国後は、国
際NGOや主要国の援助機関で農業分野の研究開発事業に
従事し、日本で培った専門性を存分に発揮し、新しい農業
技術と高付加価値作物の生産で農家の増収を図り、貧しい
人々の生活を改善しようと取り組んでいます。ブサル氏
は、「人間の健康と植物の健康を一体として考える重要性
と、農業技術だけではなくマネジメントの重要性も学ん
だ。」と語ります。
JAANの活動の特徴の一つとして、ブサル氏は、「JAAN

は時代のニーズや状況に応じて、常に柔軟に活動を行って
いる。」と語ります。例えば、JAANは2024年、ネパー
ルの伝統的な祭り「ダサイン」に際して例年実施するイベ
ントのための資金を、急遽

きょ
、洪水の被災者に配布する支援

物資に充て、自国の復興に貢献しました。また、近年では
国内向けの人材育成セミナーのほか、南アジアの国々が参
加する国際的なセミナーを開催するなど、国を越えてネッ
トワークを広げています。
さらに、JAANは、在ネパール日本国大使館、JICAネ

パール事務所や日本から派遣されるJICA専門家、JICA海
外協力隊等との連携や親睦を深め、定期的に意見交換を行
うなど、日本とネパールの二国間関係、友好関係の発展に
も寄与しています。東日本大震災の際には、ネパール政府
やJAANが日本に支援を寄せ、また、2015年にネパール
で発生した大地震の際は日本政府やJICAが支援するなど、
相互に協力し合う関係が築かれています。
今後もJAANがネパールの発展にさらに貢献するとと

もに、ネパールと日本、そして各国をつなぐ架け橋となり
活躍することが期待されます。

注1	 JICA Alumni Association of Nepalの略称。
ポーデル・ネパール大統領を表敬訪問するJAAN執行役員一同（左か
ら4番目がシュレスタ氏、左から7番目がブサル氏）（写真：JAAN）

2024年9月に発生した洪水被災地域で食料援助を
行うJAAN（写真中央がブサル氏）（写真：JAAN）

帰国研修員が促進させた自国の発展と 
日本との関係
～ネパールで活躍するJICA帰国研修員のネットワーク化と貢献～
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2024年、日本がジュニア・プロフェッショナル・オ
フィサー（JPO）派遣制度注1を開始してから50周年を迎
えました。これまでに2,000人以上の日本人の若手人材
を国際機関に派遣し、2023年末現在、国連関係機関で活
躍する約960人の日本人職員（専門職以上）のうち、約
半数がJPO出身者です。このように、JPO派遣制度は日
本人が国際機関職員として国際協力分野のキャリアを踏
み出す第一歩として大きな役割を果たしています。本コラ
ムを執筆した篠

しの
﨑
ざき

智美氏も同制度を活用する一人であり、
2025年1月から正規ポストでの採用が決定しています。

難民キャンプ訪問をきっかけに、国際協力の道へ
小学校の修学旅行でヒロシマを訪れ、被爆者の方の体験

談を聞いてから、「平和な世界の実現に貢献したい、国際
協力に携わりたい。」と思うようになった私は、自分が将
来取り組みたい活動や分野を絞るため、学生時代には国内
外でのインターンシップや留学に積極的に挑戦しました。
大学院では戦後復興学を専攻し、修士論文研究で訪れた東
アフリカのウガンダで難民の方々の体験を直接聞いたこと
が、国際移住機関（IOM）でのキャリアを目指すきっか
けとなっています。生きるために避難を強いられ、言語も
文化も異なる国で新しい生活を始めることの大変さや困難
を痛感した経験から、移住を強いられた避難民の方々の生
活再建の手助けや、強制的な移住の原因となる課題の解決
に貢献したいと思うようになりました。

大学院卒業後は日本の国際協力NGOに就職し、南スー
ダンとウガンダの避難民支援に取り組みました。「平和構
築・開発におけるグローバル人材育成事業」注2を通じて
IOM ナイジェリアで国連ボランティアを経験した後、JPO
として2022年1月からIOMギリシャで人身取引注3対策支
援を、2023年4月からはケニアに拠点を置くIOMソマリ
アで平和構築支援を担当しています。最初は新規プロジェ

クトの計画や、実
施中のプロジェ
クトの報告書作
成等を主に担当
していましたが、
現在は自身が計
画したプロジェク
トの管理も任せ
てもらえるように

なり、ソマリアの
政府関係機関や援
助国政府、他の国
際機関との連携・
調整、現地スタッ
フの雇用や共同で
事業を実施する現
地NGOの 選 定、
予算管理や活動の
モニタリングなど、幅広い業務を担当しています。

強制移住の根底にある課題の解決を目指して
ソマリアでは、アル・シャバーブを始めとする暴力的過

激派組織の活動が人命の喪失や強制移住を引き起こす一因
となっています。このため、ソマリア政府はこれらの組織
における非リーダー格の「低リスク」な人々への社会復帰
支援を行うことで、自主的な脱退を促し、組織の弱体化を
目指しています。組織から脱退した女性の多くは、戦闘員
の妻など、殺戮

りく
や暴力行為に直接的に加担していないにも

かかわらず、地域コミュニティからの差別や疎外、組織か
らの報復のリスクなどの深刻な課題に直面しています。ま
た、紛争に関連して生じる性的暴力（CRSV）の被害者も
少なくありません。私が担当しているプロジェクトでは、
このような女性を含む暴力的過激派組織からの低リスクな
脱退者や、今後、社会から疎外され暴力的過激派組織に勧
誘されるリスクの高い若年層に対して、心のケアや職業訓
練等の支援を行い、社会への復帰や参画を促しています。

IOMソマリアでは、ケニアの首都にあるナイロビサポー
ト事務所で勤務しています。現地のスタッフとは電話や
SNS、メールやオンライン会議等で連絡を取ることが多い
です。事業地に足を運ぶことは難しいですが、同じ志を持
つ現地スタッフや提携する現地NGOと協力しながら、支
援が届きにくい地域でニーズの高い支援を実施することに
大きなやりがいを感じています。これからも、強制移住を
引き起こす課題の解決に取り組み、その影響を受けた人々
の支援に携わり続けたいと思っています。

国際移住機関（IOM）ソマリア事務所　篠﨑智美

注1	 詳細は150ページの図表V-3を参照。
注2	 50ページの注40を参照。
注3	 56ページの注51を参照。

IOMギリシャのスタッフを対象に、人身取引
対策の研修を実施する筆者（写真：篠﨑智美）

生計を立てるため、ウガンダの難民居住区内の
市場で働く難民の女性たち（写真：篠﨑智美）

国際機関で活躍する日本人職員の声
～強制移住の課題に立ち向かう～
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